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Ⅰ 憲法改正論議に見られる国民の憲法尊重擁護義務

政界による憲法改正の動きは、衆参両院に憲法調査会が設置された前後から

各政党が改正案を表明するなど、積極的なものとなっている。とりわけ、保守

政党の悲願とも言える憲法９条の改正については、２０１２年１２月の衆議院議員総

選挙において自衛隊の国防軍化と集団的自衛権の行使を認めるべきだとする主

張が出されたことからも看取できるように、現在でも重要な論点の１つであ

る。

しかし、憲法学にとって、近年の憲法改正論議の中で最大の論点と筆者が考

えるものは、憲法９９条の憲法尊重擁護義務である。９９条は「天皇又は摂政及び

国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義

務を負ふ。」と定められている。この憲法尊重擁護義務は、公権力の担当者で

ある公務員をその名宛人としており、そこには「国民」が無い。この点につい

て、国民も当該義務を負うのが当然だからであるという見解
（１）
も過去には有力で

あった。しかし、現在では、憲法尊重擁護義務の名宛人に「国民」が存在しな

いことは、国民から権力行使を負託された者が権力行使の際に遵守しなければ

ならない法規範として憲法を捉えることを示しているのであって、立憲主義の

帰結と考える見解が多数であると言えよう
（２）
。それゆえ、この９９条の定める憲法

尊重擁護義務を負う存在として「国民」が登場しないのは当然である。国民

は、権力行使の担当者に対して憲法を遵守させる立場にある。近年の改正論議

は、こうした憲法のアイデンティティとも言える９９条に根本的な変更を迫るも

のである。

例えば、２００５年４月に出された衆議院憲法調査会報告書には、憲法の役割に

ついて「公権力の行使を制限するという役割を重視する意見」の他に、「国民

の行為規範としての役割をも重視する意見」があることを指摘している
（３）
。「憲
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法は、国民が目指すべき国家像を示し、国民にとっての価値観の指標となるも

のである」というのが、後者を重視する理由とされる
（４）
。また、自由民主党は、

２００４年の「論点整理」において、憲法は「国民の行為規範として機能」するべ

きであると提言していた
（５）
。

さらに自由民主党は、２０１２年４月２７日に決定した「日本国憲法改正草案」に

おいて、現行憲法の９９条に対応する草案１０２条の「（憲法尊重擁護義務）」で「１

全て国民は、この憲法を尊重しなければならない。」「２ 国会議員、国務大

臣、裁判官その他の公務員は、この憲法を擁護する義務を負う。」と定めるに

至った。学説では通常、尊重と擁護とを厳密に区別することに意義を見出さな

いが、この改正案は両者を切り分けて、国民に対して憲法尊重義務を課した。

この理由について、自由民主党は「憲法も法であり、遵守するのは余りに当然

のことであ」ると説明する。そして国民の憲法尊重義務の内容は「憲法の規定

に敬意を払い、その実現に努力する」ことであって、「この規定は、飽くまで

訓示規定であり、具体的な効果があるわけではありません」とされる
（６）
。この案

が示す国民の憲法尊重義務は法的効果を有しないとされているものの、当該義

務を憲法の中に盛り込むことによって、国民は憲法の体系を尊重し遵守しなが

ら日々の生活を送るという道徳的義務が生じたと言える。この憲法で認められ

た道徳的義務を梃子して、国家は国民に対して法律の制定等の手段を通じて憲

法（それは、時の政府が考える「憲法」）の遵守を迫るといった事態も考えら

れよう。

このような「憲法」理解は、憲法と法律との質的差異を無視したものであ

り、立憲的意味の憲法と異なるものだと言える。そうだとすれば、国民に「憲

法尊重／尊重擁護義務」（以下、まとめて「憲法尊重擁護義務」とする。）を課

する改正案に対して、憲法学説は批判をするべきである。そして、そのような

批判は勿論存在する。例えば、２０１２年の自民党「日本国憲法改正草案」が出さ

れる前のものであるが、西原博史は、自由民主党の「論点整理」や読売新聞の

4



憲法改正案から、「国民が遵守すべき基本法」としての憲法という憲法観の転

換を指摘し、「価値の一元化」をめぐる日本の現状を踏まえた上で、この憲法

観の転換によって「国家権力の恣意から個人を守ろうとする憲法の機能は切り

詰められ、国家権力の道具として個人の生活を縛る機能が前面で展開し始め

る」とか、「個人としてのあり方の根本を支える価値観や信条についてまで、

自らの支配権を代償として差し出すことを意味しかねない」と警告を発する
（７）
。

しかし、このような真摯な批判が存在する一方で、憲法は国家を縛るもので

あって、国民は国家に憲法を守らせる存在である、という立憲主義それ自体に

ついて、憲法学は真剣に向き合ってきたのであろうか。憲法学は国民にも憲法

尊重擁護義務を課するような改正案に対して、そもそも批判できる基盤を持っ

ているのであろうか。憲法学は公権力を行使しない国民に対して、意識的に、

または、無意識のうちに、憲法の拘束力を受けるべき存在であると考えている

のではないだろうか。もしこれらの疑念が晴れなければ、近時の憲法尊重擁護

義務規定の改正の動きに対して、憲法学が適切な対応をとることは難しい。

そこで本稿では、以上の疑念を抱くことにはそれなりの理由があることを確

認するために、憲法学の中で展開される議論の検証を通して、国民も憲法の拘

束力を受けるべき存在であると捉えている憲法学の状況を説明する。その上

で、国民にも憲法尊重擁護義務を課する現実の憲法改正の動きに対して、「憲

法学は、いま、その基盤が問われている
（８）
」にもかかわらず、十分な批判が展開

できないことを示したい。

Ⅱ 学説における私人間効力論の展開

１ 憲法尊重擁護義務と私人間効力論

私人間効力論とは、憲法上の人権規定が私人間にも適用されるかどうか、ま
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た適用されるとしたらどのような形で適用されるか（効力という言葉で説明す

れば、憲法上の人権規定が私人間にも効力を及ぼすかどうか、また及ぼすとし

たらどのようにして効力を及ぼすのか）という問題である。学説の伝統的な整

理によれば、憲法上の人権規定は私人間に適用されないと考える無適用説（無

効力説）と、適用されると考える適用説とに分かれ、さらに後者は私法の一般

条項を媒介にする間接適用説（間接効力説）と、憲法上の人権規定が直接私人

間にも適用される直接適用説（直接効力説）とに分かれる。この分野における

膨大な研究業績からして、戦後憲法学はこの問題を重要な課題として取り組ん

できた。

この私人間効力論は、憲法学の中でも国民に対する憲法尊重擁護義務の有無

と密接な関係をもつ問題領域である。すなわち、憲法は国家に対する縛りとし

ての役割を担う規範であって、国民は憲法尊重擁護義務を負わないとの理解か

らすれば、これと最も整合すると言えるのは無適用説である。その反対に、国

民の憲法尊重擁護義務に親和的な見解は、憲法上の人権規定の私人間効力を肯

定して私人の活動が憲法に拘束されることを承認する学説である。以上を踏ま

えると、立憲主義の見地から国民に憲法尊重擁護義務を課することは許されな

いとの立場からは、採用されるべきは無適用説であって、私人間効力を肯定す

る学説は否定されるべきものであるし、そもそも私人間効力という問題の立て

方自体が適切ではない。

しかし、そうは考えられなかった。近年の高橋和之による「新無適用説
（９）
」が

登場するまで、無適用説はほとんど問題にされなかったと言って良い
（１０）
。この分

野における憲法学界の最初の総括と言える１９６３年の公法学会第一部会では、

「人権保障の法的性格」がテーマとされ、生存権の法的性格、制度保障と共に

「私人間における基本権規定の適用の存否」が報告・討議された。そこでの議

論を総括すれば、無適用説ではなく、適用説が台頭したことが分かる
（１１）
。そし

て、三菱樹脂事件最高裁判決
（１２）
が出された１９７０年代初頭には、間接適用説が通
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説・判例化したと考えられる。もっとも、ここで言う通説とは、正確に言え

ば、基本的に間接適用説の立場に立った上で、「『直接適用説か間接適用説か』

の二者択一で割り切らず、権利・自由や人権を侵害する私的行為の性質に応じ

て、個々具体的に多様な角度から、人権保障の精神を実現するような法的構成

をこころみる」というものである
（１３）
。

憲法学説において、間接適用説を基本とする考え方が受け入れられ、また、

直接適用説が基本的に否定されたのは、①私人が人権を制限し処分する自由を

持つという私的自治の原則を維持し、国家の必要以上の統制をもたらすおそれ

を生じさせないためであり、②近代憲法に核心的な原理である人権の国家に対

する防禦権とされる本質を、現代においても維持することが必要であると考え

るためである
（１４）
。直接適用説は、私人であっても憲法の規定に直接拘束されると

いうものであるから、公務員でない一般国民に対しても憲法の尊重擁護義務が

課されるに等しい。これに対して、私的自治の原則を尊重し、人権の対国家性

を維持するという点からすれば、間接適用説は憲法の価値を私法の一般条項に

充填するとしつつも、国民は憲法に縛られない考え方を基本とすることから、

国民の憲法尊重擁護義務を直ちに肯定するものではないとの見方があり得るだ

ろう。

しかし、直接適用説と間接適用説のどちらに基づいても具体的事件を解決す

る上で差異がないと考える学説
（１５）
が登場したように、２つの適用説が事案の結論

を左右しないのであれば、私人間に憲法を間接的に適用することは、結局は私

的自治の原則に対する国家の必要以上の統制を事実上もたらすであろう。ま

た、無適用説からは、間接適用説が私法の一般条項に憲法価値を読み込む作業

は、「憲法上の人権が、実は私人間においても何らかの効力をもつのだという

ことを、こっそり前提にしている」点において、そもそももっぱら「対国家性」

を前提とする憲法と両立しないという批判もある
（１６）
。以上の批判が当たっている

とすれば、結局のところ、憲法学は「間接」適用の名の下に、国民に対して憲
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法尊重擁護義務を課することを認めていると言えよう。

２ 多様な学説の登場

憲法学における私人間効力論研究は、三菱樹脂事件最高裁判決の後、一時沈

静化したものの、１９９０年代になって華々しい復活を遂げる。数多くの研究業績

が登場し、しかも、それらは多様な見解を示している。そうした議論の状況を

見ると、もはや単純に直接適用説と間接適用説という２説の対立状況で説明す

ることは難しい。学説はまさに群雄割拠、百家争鳴といった状態にある。とは

言え、私人間における憲法上の人権規定の適用の有無という点から言えば、新

たな説もこれまでの３つの学説の緻密な再構成であると捉えることも許されよ

う。この２では、復活期における私人間効力論の主要な学説の中からいくつか

の説を拾い上げて──その本格的な分析は他日を期するしかないが──それら

の特徴をごく簡単に紹介しよう。

（１） 直接適用説の復興と憲法観の変更

私人間効力論の復活期における学説の議論で注目すべきは、通説的地位を確

保してきた間接適用説に止まらず、もはや克服された見解と思われていた直接

適用説と無適用説が復活したことにある。とりわけ、直接適用説はこれまでの

憲法観を根本的に変更するものであるだけに、その衝撃度も大きいはずであ

る。

しかし、例えば、「社会的権力に対する個人の人権の保障」や「企業権力か

らの自由」という点から直接適用説を再構成する見解
（１７）
、日本国憲法の文言を重

視し、民刑事法の救済が不完全な場合に私人間に直接憲法の効力が及ぶとする

見解
（１８）
、そして比較的純粋な直接適用説を表明する見解

（１９）
などの新たな直接適用説

（と言える学説）が登場している。あるいは、基本権規定は国家権力にだけ向

けられた規範であることを示す明文上の手掛かりを与えていないことから、同
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規定は私人に対しても向けられるという見解
（２０）
も、これと同視できるものと理解

して良いであろう。そして、各論者の見解に限定や留保がつけられることから

それらの内容が複雑であることを示しつつも、「直接効力説は実際にはかなり

の支持があると推測される」という指摘が現在なされている
（２１）
。このように憲法

が私人間にも直接適用されるべきであるとの考えは、憲法学界に根強く存在す

る可能性があると言える。

もちろん、憲法観の変更を是とするのであれば、直接適用説という選択も筋

が通る。「憲法はひろく国家における社会的共同生活全体をその本来的守備範

囲とし、国の権力的作用とともに私人相互間の社会的行為をもその規制対象と

する」という見解
（２２）
や、国家と社会の二分論を克服した「公共体の基本秩序」と

いう憲法観を採用して憲法的公序の可能性を探る見解
（２３）
も、そうした例である

（あるいは、少なくともそれに類似したもの）と言えよう。こうした立場から

すれば、憲法改正によって国民の憲法尊重擁護義務を盛り込んだとしても、特

段大きな問題にはならない。

（２） 国家の基本権保護義務論

ドイツにおける国家の基本権保護義務論を踏まえ、日本の私人間効力論を再

構成する見解が、現在、憲法学界において有力になっている
（２４）
。もっとも、論者

によってその内容には微妙以上の差異
（２５）
があるように思われるが、ここでは詳細

な分析をせずに、保護義務論の大まかな特徴を指摘するに止める。

この学説によれば、国家、私人 A（加害者）、私人 B（被害者）の三面関係

を想定する。そして、憲法上の基本権は、国家に対する防禦権（国家と私人 A

（加害者）との関係）としてだけでなく、国家に対して私人 A（加害者）の基

本権法益侵害から私人 B（被害者）を守る保護義務（国家と私人 B（被害者）

との関係）をも課しているという。この保護義務を遂行するのは、一次的には

立法、二次的には司法の役割であると考えられることから、保護義務論は議会
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が立法を通じてそれを行うことを想定する。裁判所が保護義務を果たす場合

は、民法９０条等の私法の一般条項を用いることが手段の１つとなる。三菱樹脂

事件を用いて説明すれば、A会社が私人 Bの本採用を拒否した事案について、

国家は Aとの関係では防禦権としての営業の自由、Bとの関係では基本権法

益である「思想良心の自由」の保護義務に拘束され、裁判所が民法９０条を用い

て保護義務を果たすかどうかが検討されたと言える。

基本権の価値はそれを実効的に実現するには私人に対しても防禦されるべき

であるが、私人は基本権の名宛人ではないという前提から出発することから、

保護義務論は間接適用説と結びつくと言われる。この理論は、従来の間接適用

説が不明確のまま残していた、私法の一般条項に憲法価値を流入させる根拠と

なっている。もっとも、基本権保護義務論において国家が保護するものは、基

本権ではなく、それとは区別された全方位的に妥当する基本権法益であるとさ

れているが、実質的には国家が私人間に憲法的
�

価値を流入させていると思われ

る。

実際にこの説に対しては、国家権力を制限する近代立憲主義の論理を維持・

貫徹する立場から、国家の基本権保護義務論は「対国家性」を前提とする憲法

と両立しないと批判される。国家が「基本権」「基本権的法益」を保護する憲

法上の義務を負うとすることで、私人に対して結果的に憲法的価値を流入させ

ている点が、批判の肝所と言える
（２６）
。このように、基本権保護義務論は、国家権

力を縛るという憲法観に重大な変更を加えている可能性がある。そうだとすれ

ぱ、日本国憲法９９条の定める憲法尊重擁護義務に修正を加え、国民の憲法尊重

擁護義務に道を開くものである。

（３） 最高法規説

この説によれば、私人間効力の問題は、通例の憲法と法令との関係に関する

問題、つまり憲法という最高法規の性格から考え直す問題である
（２７）
。すなわち、
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「憲法の私人間効力の問題とは、私人間紛争における裁判所による憲法の下位

法令である私法の一般条項の合憲限定（もしくは拡張）解釈のことなのであ

る。そのような拘束を受けた一般条項が事案に適用されるのである」。つま

り、私人間効力論と言われてきた問題は、通常の憲法解釈の延長として捉える

べきものだという。例えば、憲法とその下位法令である民法との関係から言え

ば、民法７３３条の女性の再婚禁止規定が憲法１４条違反であるとして裁判所が具

体的事件に違憲の条項を適用しないことと同様に、私法の一般条項を用いて個

別事件の解決を図るときに同条項が憲法に違反しない形で適用されるべきであ

ることになる
（２８）
。三菱樹脂事件を用いて説明すれば、A会社が私人 Bの本採用

を拒否した事案について、裁判所は Aによる本採用拒否が Bの思想良心の自

由を侵害するものと評価できる場合は、違憲と評価される解釈を排除して民法

９０条解釈を行い事案の処理がなされる。なお、憲法の最高法規性と、国家機関

たる裁判所は私人間の紛争を解決する場面で憲法の拘束を受けることとを踏ま

えたときに、憲法上の人権規定の対国家的性格を維持しつつ、私人関係に人権

規定の効力を及ぼすことも不可能でないとする説
（２９）
も、細かな差異を捨象すれ

ば、最高法規説と同趣旨であろう。

この説は、「国家法の最高法規説」「全法秩序の最高法規説
（３０）
」とか、「新間接

効力説
（３１）
」と評されることがある。それは、従来の間接適用説が十分に示すこと

のできなかった、憲法の対公権力性を維持しながら私人間に憲法上の人権規定

を「間接的」に適用できる理由を、この説を用いて説明できると考えられたか

らであろう。その上、この説は私人間に憲法規定を適用すると言うよりも、下

位法令を適用する際の憲法適合的な解釈を行う国家機関の行為に注目すること

から、憲法の対公権力性を維持するものだと説明される。

このように最高法規説によれば、憲法の対公権力性を維持するものの、従来

の間接適用説と同様に、憲法の効力は合憲解釈の結果、私法秩序をも含む全法

秩序に及ぶものと考えられる
（３２）
。そうすると、この説は憲法の最高法規や裁判所

国民の憲法尊重擁護義務と私人間効力論
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の役割の名の下に、国民が結局のところ憲法に拘束されることになるだろうか

ら、国民の憲法尊重擁護義務が課される（あるいは、国民にそれと同様の効果

が及ぶ）ことを認めるものと言えよう
（３３）
。

（４） 新無適用説

（３）までの説がいずれも、私人間の人権問題に憲法の効力を及ぼすべきだと

考える見解であるのに対して、私人間の人権問題に憲法の効力を及ばないとす

る無適用説が２１世紀に入ってから再評価されるようになった。その契機は、そ

れまでこの分野の主流を占めていたドイツ流の議論に対して、フランス革命期

に確立した人権モデルを持ち込んだ、高橋和之の論考である
（３４）
。

高橋の説明によれば、社会の構成原理としての「個人の尊厳」は、「憲法と

民法の背後に措定された統一的価値原理であ」って、憲法は１３条を通して対国

家の領域に、また、民法は１条の２を通して私人間の領域に、当該価値を実現

するための法システムを構成する。それゆえ、私人間の人権の調整は、憲法で

はなく、民法を中心とした法律によって行われる。私人間の「人権」問題で言

われる「人権」とは、「憲法上の人権」ではなく、「理念としての人権」・自然

権である。私人間効力で問題となる、裁判官による私法の一般規定の解釈は、

人権適合的な解釈が要求されるが、それは「理念としての人権」に基づくもの

である
（３５）
。このように考えれば、三菱樹脂事件判決も民法解釈の問題として理解

できる。

こうした無適用説は、憲法の尊重擁護義務という観点から言えば、憲法９９条

の定める公務員の憲法尊重擁護義務に最も適合する見解と言える
（３６）
。無適用説に

従えば、私人間に憲法の効力を及ぼす見解は、「間接適用」「間接効力」、国家

の保護義務、憲法の最高法規や裁判所の役割の名の下に、結果として国民に対

して憲法尊重擁護義務を課することを認めるものと言えよう。

12



３ 小括

憲法の役割が、国家による恣意的な権力行使を抑止し、国民の権利・自由を

守ることにあるのだとすれば、憲法尊重擁護義務は国家の権力行使を担当する

公務員に課されるべきである。国民は、公務員がそうした義務を遵守している

か否かを監視する立場にあって、憲法尊重擁護義務を課される立場にはない。

憲法学は憲法尊重擁護義務について、おおかた以上のような理解をしていると

言えよう。

しかし、憲法学では、憲法上の人権規定の私人間効力という発想が登場し、

長期にわたり繰り返し論じられてきた。その議論を鳥瞰すると、私人にも憲法

を適用すべきだとする憲法学説の思いの強さを看取できるようにも思え、その

ための理論構築が継続的に試みられている状況にある。ついには無適用説は主

流とはならなかったのである。現在でこそ、新無適用説が登場して有力な見解

になったが、それに対する批判も多いことからすれば、やはり学説の主流は私

人間に憲法上の人権規定を何らかの形で適用するべきだと考えている。

この適用説の中で、直接適用説的な立場を採用する見解は、憲法観の変更を

伴うものであることから、国民の憲法尊重擁護義務についても是認するはずで

ある。また、間接適用説的な立場を採用する見解によれば、憲法の名宛人を国

家と捉えることから、国民は憲法を守るべき存在では無い。しかし、なぜ私人

間に憲法が間接的にせよ適用できるのか、なぜ憲法上の人権や基本権法益が全

法秩序に適用されるのか、あるいは、憲法の最高法規性と違憲審査制から間接

効力と同様の効果を導出できるのか、と言った疑問が残る。少なくともこれら

の疑問が解消されない限り、間接適用説的な立場についても、国民は憲法尊重

擁護義務を負う考え方であると評価できよう
（３７）
。

国民の憲法尊重擁護義務と私人間効力論
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Ⅲ 私人間における憲法問題の諸相

１ わざわざ持ち出される私人間効力論

憲法上の人権規定を私人間に適用することによって威力を発揮する具体的場

面があるとすれば、それは私人間の問題を適切に解決する立法が存在しない場

面である。その一方で、私人間の法的問題を取り扱う基本法である民法には、

公序良俗規定や不法行為条項があり、これら条項を運用すれば、わざわざ憲法

を持ち出す必要性は乏しい。しかし、実際にはその必要性がなさそうな場面

で、裁判において原告や裁判所がしばしば私人間効力論を持ち出したり、裁判

所が憲法を持ち出さないで判決を下した事例であるのに憲法学説が私人間効力

論を用いてそれを説明したりしている。そのような例を──もちろん網羅的な

ものではないが──いくつか見ていきたい。

（１） 原告による憲法上の主張

まずは、裁判において原告が憲法上の主張をしたものの、裁判所がそれを認

めなかった事例を見てみよう。これらの事例は、憲法の教科書や判例集等で言

及されることがあり、学説の関心を引くものである。

ゴルフクラブが外国人の入会を制限したことの違法性が争われた事案
（３８）
を見て

みよう。これは、在日韓国人 X（原告）が、「外国人の入会は当分の間制限す

る」との理事会決議を行った株主会員制ゴルフクラブ Yの会員権を購入して

名義書換を請求したところ、理事会決議を理由に書き換えを拒否されたことか

ら、Yに対して会員権譲渡承認と本件理事会決議の無効確認等を求めて出訴し

た、というものである。Xは、「人権保障は司法関係における公序をなしてお

り、憲法の保障する人権の効力は、民法９０条を介して私的関係にも及ぶ。そし
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て、人権規定のうち、人間の尊厳に直接関わり、私法関係においてこそ保障さ

れることが大きな意味を持つ憲法１４条の平等原則が私法関係での基本的公序に

なっていることは明らかである」として、日本国籍を有しないことを理由に被

告クラブへの加入を拒否したことは、憲法１４条の規定の趣旨に照らし違法であ

ると主張した。この Xの主張に基づけば、公権力でない Yの「本件決議も公

序としての憲法の規律を受ける」ことになる
（３９）
。裁判所は、Xの請求を認めず

（４０）
、

とりわけ控訴審は憲法について言及することなく民法の諸条項によって判決を

下した。

また、東京電力塩山営業所事件は、当該営業所所長が、企業秘密の漏えいに

絡んだ調査活動の一環として、その営業所の女性従業員に対し共産党員かどう

かの申告および共産党員でないことの文書での提出を求めたことに対して、女

性従業員側が所長の行為により憲法上保障された思想・良心の自由が侵害され

た旨主張した事案である
（４１）
。最高裁は、本件質問や繰り返し書面交付の要求をし

たことは、「企業内においても労働者の思想、信条等の精神的自由は十分尊重

されるべきであることにかんがみると」、調査の方法として不相当な面がある

ものの、「社会的に許容し得る限界を超えて上告人の精神的自由を侵害した違

法行為であると」は言えないと判示した。最高裁は「企業内においても」「十

分尊重されるべきである」「労働者の思想、信条等の精神的自由」が、憲法上

の自由であるか否かを明示していない。このように裁判所は憲法に言及するこ

となく原告の請求を棄却して問題解決を図ったと言えるが、憲法学説によれば

この判決は精神的自由に関わる憲法判例としてしばしば言及される
（４２）
。種々の評

釈が言及するように、思想の自由に関わる私人間効力論を踏まえていると考え

なければ、これは憲法判例にならない。この事件に限らず、企業による「人権」

侵害が裁判で争われる場合には、民間会社による思想を理由とした解雇の有効

性が争われたレッド・パージ事件
（４３）
など、公権力の問題ではないにもかかわら

ず、裁判では原告がしばしば憲法を持ち出している
（４４）
。

国民の憲法尊重擁護義務と私人間効力論
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さらに、企業の「人権」侵害と並んで、私
�

立
�

学校における「人権」侵害も、

憲法判例としてしばしば言及される。私立高校が自校の校則に違反した生徒に

対して行った退学処分や退学勧告の合法性が問われた事件は複数ある。これら

の事件においても、原告によって退学勧告や校則の規定が憲法に違反する旨の

主張が展開され、裁判所がその主張を退けた事案がある
（４５）
。

（２） 裁判所による憲法判断

次に、裁判において原告が憲法上の主張を行い、その上で裁判所が私人間の

問題を処理する際に憲法に言及した事例について見てみよう。これらの事例

も、憲法の教科書や判例集等で言及され、学説により積極的な憲法理解がしば

しば示される。

例えば、地域の自治会の「人権」侵害が問題とされた事案である。すなわち、

原告 Xらが、構成員として加入した地域自治会が神社関係費の支出を一般会

計とは区別しないまま一括して区費（自治会費）を徴収していたのに対し、原

告らの信仰の自由を侵害するとして、神社関係費を控除した区費の支払をしよ

うとしたところ、受領を拒否され、それ以降、被告町区の構成員として扱われ

ずに様々な不利益を受けたとして、被告 Y町区等に対し、構成員の地位を有

することの確認と不法行為による損害賠償等を求めた事案
（４６）
である。Xは請求の

中で、地域自治会を「市町村の事務の一部を請負う準公的団体であり、宗教を

問題としないはずの事実上全員加入の団体である」とした上で、このような自

治会の本件行為が Xらにとって「信教の自由の侵害もしくは信教の違いに起

因する差別であり、憲法２０条１項、１４条に違反し、違法である」とした。Xに

よれば、「本件では、原告らが、信じてもない宗教に関する施設に対し、金銭

供与を強制されている事案であるから、消極的宗教的行為の自由……が問題と

なっており、これは、憲法上の人権である『信教の自由』そのものの問題であ

る」。これに対して裁判所は、私人間効力論の枠組みを念頭に置きつつ
（４７）
、本件
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における区費の徴収方法は、神社神道を信仰しない Xらにとっては、「事実

上、宗教上の行為への参加を強制するものであり、原告らの信教の自由ないし

は信仰の自由を侵害し、憲法２０条１項前段、２項……等の趣旨に反し、違法で

あった」と判断し、Xの請求を一部認容した。この事例では、原告 Xの主張

だけでなく、裁判所も趣旨を適用する形で憲法を用いた判断を行った。しか

し、憲法上の論点に言及しなくても、人格権侵害による不法行為の成立の有無

を主張／判断すれば良いように思われる。憲法上の論点を持ち出すことは、そ

れを持ち出さない場合と比べて、どのようなメリットがあるのだろうか。

また、男子孫入会権事件
（４８）

本件は、「杣山」と呼ばれる林野の入会権を有し

ていた部落住民の女子孫である原告らが、当該入会地を公有財産等として管

理・処分等を行う入会団体（被告）に対し、被告の正会員の資格を当該部落住

民の男子孫に限る被告の会則規定（本件慣習のうち入会権者の資格を世帯主及

び男子孫に限り、A部落民以外の男性と結婚した女子孫は離婚して旧姓に復し

ない限り資格を認めないとする部分）は、専ら性別のみを理由とする不合理な

差別を定めたもので、憲法１４条１項、民法１条の２に違反し、同法９０条により

無効であるとして、原告らが被告の正会員たる地位を有することの確認を求め

るととともに、補償金等の支払を求めたものである。最高裁は、本件慣習のう

ち、男子孫要件は、何ら合理性を有さず、専ら女子であることのみを理由とし

て女子を男子と差別したものというべきであり、民法９０条の規定により無効で

あると解するのが相当であると判断した。ただし、最高裁は「男女の本質的平

等を定める日本国憲法の基本的理念に照らし、入会権を別異に取り扱うべき合

理的理由を見いだすことはできないから、……男子孫要件による女子孫に対す

る差別を正当化することはできない」としている点は留意すべきである。種々

の解説によると、この箇所は間接適用説の立場に立つものと説明される
（４９）
。しか

し、この判決は間接適用説の先例とされる三菱樹脂事件最高裁判決を引用する

ことなく、しかも同判決との差異も説明していない。「日本国憲法の基本的理

国民の憲法尊重擁護義務と私人間効力論
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念に照らし」という箇所がどのような意味ないし効果を持つかは不明であるも

のの、それを間接適用説と理解することで、本判決で言う「平等」は対国家の

問題ではないにもかかわらず憲法と関連づけられたのである。私人間の平等に

関する事例では、他にも女子若年退職制が問題となった日産自動車事件
（５０）
があ

る。この事件で最高裁が「性別のみによる不合理な差別を定めたものとして民

法９０条の規定により無効である（憲法１４条１項、民法１条ノ２参照）」と判示

した括弧の意味についても、間接適用説の趣旨でしばしば理解される
（５１）
。

（３） 憲法学説による解説

わざわざ私人間効力論を持ち出すのは、裁判所とその利用者に止まらない。

例えば、男女平等の観点から、大手私鉄の女性専用車両の問題を扱った事例問

題を見てみよう。この事例問題の概要は以下の通りである。大手私鉄 Aが痴

漢被害を訴える女性客の要望に応じて、１０両編成のうち１両につき終日女性専

用車両を設け、当該車両における女性以外の乗車を一切禁止していたところ、

男性会社員 Bがラッシュ時に比較的空いている女性専用車両の座席に座ろう

として駅員から当該車両への立ち入りを禁止する鉄道営業法３４条２項
（５２）
に違反す

ると注意を受けた。これに対して、女性専用車両が男女差別に当たるとして、

Bは Aを相手取って訴訟を起こした。解説では、女性専用車両の導入背景・

運用状況・批判などに加えて、私人間効力論と憲法１４条１項の「性別」による

差別とその審査基準について言及がなされる。その上で、女性専用車両の合
�

憲
�

性
�

についての解説がなされている
（５３）
。大手私鉄 Aの採用する女性専用車両の合

�

法
�

性
�

と鉄道営業法３４条２項の憲法適合性を問えば良いように思うが、この解説

は私人間効力論に目配りしているのである。

そもそも、多くの憲法の教科書で私人間効力論のリーディング・ケースとし

て言及される三菱樹脂事件も、１審では憲法に言及されておらず民法や労働法

の判例と言える
（５４）
。憲法が登場するのは２審

（５５）
以降であり、最高裁がはじめて間接
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適用説を認めた判決
（５６）
と理解されてきた。もっとも、現在では、最高裁の「私的

自治に対する一般的制限規定である民法１条、９０条や不法行為に関する諸規定

等の適切な運用によって……適切な調整を図る方途も存する」という、間接適

用説を採用した説示と言われた箇所については、無適用説と読むべきであると

いう見解
（５７）
も登場している。しかし、その一方で、三菱樹脂事件最高裁判決につ

いては間接適用説を正面から認めた判決であると理解して、私人間の問題に憲

法を用いる解釈を今でも積極的に行う憲法学説は多い。

（４）「国民の憲法尊重擁護義務」への影響

憲法上の人権は国家権力に対する防禦権であるはずだが、実際には具体的事

案を検討する際に、私人間効力論を媒介にして私人間に憲法上の人権規定を適

用することがしばしば模索される。この模索が多いというのは、訴訟戦略上の

理由もあるのだろうが、私人間適用を違和感なく主張できることの表れである

とも言えよう
（５８）
。しかし、それは憲法上の人権規定の私人間効力を肯定すること

であるから、結果として、私人が憲法の規定を意識して行動しなければならな

いことを意味する。以上の理解が正しければ、私人間効力論を安易に持ち出す

ことは、国民に対して憲法尊重擁護義務を課することを推進しているも同然で

ある。

２ 私的団体の「人権」vs．構成員の「人権」

私的団体とその構成員との間で繰り広げられる「人権」問題は、憲法学で論

じられるべきテーマであると考えられているが、この問題は私人間効力論を前

提にしていると思われる。例えば、強制加入団体である税理士会が政党などの

政治団体に金員の寄付をする行為が民法４３条（現行３４条）の定める法人の「目

的ノ範囲内」の行為かどうかが争われた、南九州税理士会政治献金事件
（５９）
を想起

してみよう。最高裁はこの事件で、問題の行為が税理士法で定められた税理士
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会の目的の範囲外の行為であり、当該寄付をするための特別会費徴収決議は無

効であると判示した。すなわち、最高裁は直接的に税理士会の政治献金の自由

が、その構成員たる所属税理士の思想・信条の自由を侵害するか否かについ

て、判断したわけではなく、税理士会の目的の範囲を判断するに当たっては、

会員の思想・信条の自由との関係で限界があることを指摘した
（６０）
。ただし、ここ

で言う思想・信条の自由は、もちろん国家との関係が問題とされるものではな

いし、私人間効力論への言及もなされていない。

南九州税理士会政治献金事件やそれと同系統の事件
（６１）
に限らず、憲法学の中で

はしばしば私的団体の「人権」vs．構成員の「人権」が論じられる。例えば、

法人の人権共有主体性を認めた八幡製鉄事件
（６２）
でも、法人の政治献金をめぐっ

て、法人の政治活動の自由とその法人に所属している構成員の政治活動の自由

が衝突しているという構図が描かれる。また、労働組合の統制権の限界が争わ

れた、三井美唄炭鉱労組事件
（６３）
や国労広島地本事件

（６４）
では、それぞれ労働組合の統

制権・政治活動の自由と組合員の立候補の自由、組合統制権（それから導出さ

れる、組合員の組合費納入に伴う政治活動協力義務）と組合員の個人としての

政治的自由の、衝突の調整が問われた事案と言える。さらに、先に見た、地域

の自治会の「人権」侵害が問題とされた事案も同様の例と言える。しかし、そ

れぞれの事案で問題となっている自由を見てみると、一方で、団体の自由につ

いては、それが裁判所の判断如何によっては制限されることから「国家からの

自由」の問題と言えるが、他方で、構成員の自由については、対団体との関係

で当該自由が問題となっていることから、そこで言う自由は直ちに憲法上のそ

れとは言えない。上の３つの事件は、もちろん、それぞれ憲法学で取り上げら

れるべき重要な論点がある。しかし、憲法学で私的団体の「人権」vs．構成員

の「人権」を論じるには、別の説明
（６５）
を用意しない限り、私人間において憲法の

適用を認める考え方を前提にしていると考えることになろう
（６６）
。

以上より、憲法上の人権は国家権力に対する防禦権であるにもかかわらず、
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私的団体の「人権」と構成員の「人権」の衝突が問題となる事案において、憲

法学の取り上げ方如何では、憲法の効力が私人間にも及ぶことを想定している

と考えなければならない。そうだとすれば、このような事案からも、憲法学は

国民に対して憲法尊重擁護義務を課すことを了解していると理解できよう。

３ 憲法上の人権？

私的当事者の「人権」どうしが衝突している具体的事案において、対国家と

いう点が示されていないものにまで、憲法上の「人権」として理解する（と考

えるしかない）場面がある。３では、いくつかそのような例を列挙してみよ

う。

まず、プライバシーを取り巻く憲法学の議論の状況は、その例だと指摘でき

る
（６７）
。プライバシーについては、「一人でほうっておいてもらう権利」から、自

己情報コントロール権へと、その内容の重視すべき側面に変化が見られる。こ

のうち、「一人でほうっておいてもらう権利」の代表例として登場する「宴の

あと」判決
（６８）
は、憲法学でもおなじみの事件だが、小説のモデルとなった元都知

事選候補者が私法上のプライバシー権の侵害を争った事案である。また、自己

情報コントロール権的な理解を示した判決として、憲法の判例集などにも取り

上げられるのが、江沢民講演会参加者名簿提出事件
（６９）
である。この事件の概要は

以下の通りである。早稲田大学で開催された中国国家主席（当時）江沢民の講

演会において、大学は参加を希望する学生に対して学籍番号、氏名、住所及び

電話番号を記入させて申し込ませたところ、大学は警視庁の要請に応じてこの

参加者名簿の写しを本人の承諾なく同庁に提出した。この講演会中に大声で叫

ぶなどして現行犯逮捕されたある学生が、大学が本件名簿の写しを無断で警視

庁に提出したことはプライバシーを侵害するとして損害賠償を求めて提訴し

た。最高裁は、本件において学生の氏名、住所等はプライバシーに係る情報と

して法的な保護の対象になるとした上で、早稲田大学の行為はプライバシーを
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侵害するものとして不法行為を構成すると判断した。この事件では、早稲田大

学という私立大学の行為が問われた
（７０）
ことから、まさに私人間の事例であって憲

法が登場する必要性は乏しい。しかし、この事件に限らず、「プライバシー侵

害に関する限り、判例・学説とも、侵害者が公権力であるか私人であるかはさ

ほど強く意識していないようである
（７１）（７２）

」。

次に、マス・メディアに対する知る権利とされるアクセス権も同様の例と言

える
（７３）
。アクセス権とは、情報の受け手である一般国民が、情報の送り手である

マス・メディアに対して、自己の意見の発表の場を提供することを要求する権

利のことである。具体的には、国家機関ではないマス・メディアに対して、意

見広告や反論記事の掲載、紙面・番組への参加を求める権利が導出されると説

明される。しかし、マス・メディアは国家権力ではない。憲法学説も、「私企

業の形態をとっているマス・メディアに対する具体的なアクセス権を憲法２１条

から直接導き出すことは不可能で」あると説明するが、さらに続けて「それが

具体的権利となるためには、特別の法律……が制定されなければならない
（７４）
」と

する。この「特別の法律」があれば、そこで具体化されたアクセス権は憲法上

の表現の自由に裏付けられたものとして理解できるのであろうか。そうだとす

れば、アクセス権は具体的権利性を有するために法律による具体化を必要とす

るものの、憲法上の権利として承認されていると言えよう。

また、「集会の自由」の例としては、プリンスホテル日教組教研修会会場等

使用拒否事件
（７５）
を挙げておく。この事件は、毎年全国各地で開催する教育研究全

国集会の会場として予約していた日教組大会の施設利用について、プリンスホ

テルが右翼団体の街宣活動を理由に、裁判所の仮処分命令に反して当該宴会場

等の使用を拒否したというものである。裁判所は、ホテルの当該拒否行為は民

事保全法の予定しない違法な行為であるとして、日教組および各組合員に対す

る損害賠償請求を認容した
（７６）
。この事件の判決については、憲法学者の手による

評釈
（７７）
も存在するように、憲法の事例として考えられていると言えよう。しか
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し、プリンスホテルは国営ホテルでは無いことから、この事案で「集会の自

由」が問題になるのであれば、それは憲法上の集会の自由では無い。また、こ

の事案でパブリック・フォーラムを語るのであれば、私的な施設がそれに含ま

れることを論証しなければならない。

以上の記述からも明らかな通り、憲法学は私人間効力論が表に出ていない問

題領域においても、私人に対する憲法上の制約を容認していると思われる例が

ある。網羅的な考察をした訳ではないものの、このような例が複数存在するこ

とが確認できたことは、憲法学が憲法の対公権力性に対して必ずしもこだわり

を持たずにきたことを看取できる。そうだとすれば、憲法学は国民に対して憲

法尊重擁護義務を課すことを既に了解していると理解できよう。

４ 小括

Ⅲでは、まず、私人間効力論が裁判において原告により主張される事例、裁

判所が私人間の問題であるにもかかわらず憲法に言及する事例、憲法学説が私

人間の問題であるにもかかわらず憲法に基づく解説を行う事例を見てきた

（１）。次いで、私的団体の「人権」vs．構成員の「人権」の事例（２）、私人

間効力論は表に出ていないが、私人の「人権」について憲法で説明している例

（３）が存在することを確認してきた。私人間の問題に憲法を用いようとする

のは、憲法学だけではない。しかし、憲法学はそうした実務の動きにあまり注

意を喚起していない。それもそのはずで、憲法学自体が私人間の問題に憲法を

用いて考えるからである。私人に対して憲法の効力を容認するのであれば、そ

れは国民に憲法尊重擁護義務を課すことを認めることと同義であると言えよ

う。
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Ⅳ むすび

国民にも憲法尊重擁護義務を課する現実の憲法改正の動きに対して、「憲法

学は、いま、その基盤が問われている
（７８）
」。しかし、憲法学では人権規定の私人

間効力という発想が登場し、長期にわたり繰り返し論じられてきた。そこで

は、多様な学説が登場し、しかもその多くは適用説に立つもの、保護義務論的

構成、最高法規説など適用説を再構成する側面があると理解できるものであっ

た。また、具体的な事案・事例を考える際に、私法で解決できるような事案に

ついて私人間効力論をわざわざ用いたり、私的団体の「人権」vs．構成員の「人

権」のように私人間効力を前提としているかのような問題も憲法学で扱ったり

している。さらに憲法学は、プライバシーやアクセス権、集会の自由など私人

間効力論が表に出ていない問題領域においても、私人に対する憲法上の制約を

容認していると思われる例も存在する。憲法学におけるこのような理論状況

は、憲法学が憲法の対公権力性に対して必ずしもこだわりを持ってこなかった

ことを示している。憲法学は私人間に憲法上の人権規定の適用を容認する考え

方、そして国民も憲法を遵守すべきであるという考え方を持っているのであ

る。そうだとすれば、国民にも憲法尊重擁護義務を課する現実の憲法改正の動

きに対して、憲法学は十分な批判を展開することはできない。憲法学は自らそ

の基盤を崩しているのではないだろうか。

（付記）本稿は、平成２３年度専修大学研究助成（個別研究）「私人間効力論の

総括」の研究成果である。
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注

（１） 法学協会編『註解日本国憲法』（有斐閣、１９５４年）１４９５―１４９６頁、宮沢俊義（芦部信喜

補訂）『全訂日本国憲法』（日本評論社、１９７８年）８２０頁など。

（２） 樋口陽一他『注解法律学全集・憲法Ⅳ』（青林書院、２００４年）３５６―３５８頁［佐藤幸治執

筆］、高橋和之『立憲主義と日本国憲法 第２版』（有斐閣、２０１０年）１１８―１１９頁など。そ

の上で、日本国憲法９９条は、ドイツの「闘う民主制」を採用することを拒否したことをよ

り積極的に示した、という見解もある。佐藤・前掲、樋口陽一『憲法Ⅰ』（青林書院、１９９８

年）３９９―４０１頁。なお、憲法尊重擁護義務については、石村修『憲法の保障』（尚学社、１９８７

年）１７５頁以下。

（３） 衆議院憲法調査会『衆議院憲法調査会報告書』（２００５年）２７１頁。

（４） 同上２７２頁。

（５） 自由民主党の憲法改正プロジェクトチームが２００４年６月１０日に出した「論点整理」に

は、憲法とは「権力制限規範にとどまるものではなく、『国民の利益ひいては国益を守り、

増進させるために公私の役割分担を定め、国家と国民とが協力し合いながら共生社会をつ

くることを定めたルール』としての側面を持つ」とともに、憲法が「国民の行為規範とし

て機能し、国民の精神（ものの考え方）に与える影響についても考慮に入れ」る必要性を

主張する。自由民主党・憲法改正プロジェクトチーム「論点整理」（２００４年）。

（６） 自由民主党「日本国憲法改正草案 Q&A」３５頁（PDF）。なお、公務員に対しては、同

条２項で憲法擁護義務を定め、国民の憲法尊重義務とは区別する。Q&Aによれば、「すな

わち、公務員の場合は、国民としての憲法尊重義務に加えて、『憲法擁護義務』、すなわ

ち、『憲法の規定が守られない事態に対して、積極的に対抗する義務』も求めています」。

（７） 西原博史『自律と保護』（成文堂、２００９年）第９章。引用は同書２２４頁、２３４頁。

（８） 横田耕一「日本の憲法状況と憲法学」流経法学１０巻１号（２０１０年）１５頁。

（９） 高橋和之「『憲法上の人権』の効力は私人間に及ばない――人権の第三者効力論にお

ける「無効力説」の再評価」ジュリスト１２４５号（２００３年）１３７頁など。

（１０） もちろん、適用説が台頭するまでは暗黙のうちに無適用説を支持する見解が多かった

可能性はある。

（１１） 公法研究２６号（有斐閣、１９６４年）に掲載されている諸論文とシンポジウムの概要を参

照。

（１２） 最大判１９７３年１２月１２日民集２７巻１１号１５３６頁。

（１３） 芦部信喜『憲法学Ⅱ 人権総論』（有斐閣、１９９４年）２９０頁。

（１４） 芦部信喜『現代人権論』（有斐閣、１９７４年）５８―６４頁。
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（１５） 川井健「判批・特定の住居で宗教活動をしない約束と憲法第二〇条第一項」民商法雑

誌５７巻６号（１９６８年）９３６頁、同「憲法における人権保障規定の私法的効力」判時７２４号

（１９７４年）１２頁、有倉遼吉「精神的自由権と私人相互関係」法学セミナー増刊 思想・信

仰と現代（１９７７年）８６―８９頁、中村睦男『社会権の解釈』（有斐閣、１９８３年）３２４頁など。

（１６） 高橋・前掲注（９）１４１―１４２頁。高橋は、今村成和『人権と裁判』（北海道大学図書刊

行会、１９７３年）７０頁の、間接適用説において私人間の人権侵犯が民法９０条の「公序」違反

となるのは、「まさにそれが、憲法による人権保障に抵触するからであろう」という記述

を引いている。そもそも間接適用説は、憲法の人権規定を全方位に妥当する「社会生活の

基本的な価値秩序」と捉えているからこそ、私人間に間接適用ができるのである。芦部・

前掲注（１３）２８１頁。

（１７） 三並敏克『私人間における人権保障の理論』（法律文化社、２００５年）。ただし、三並は

第三者効力とは「原則規範の第三者効力」を意味するとし、それは「客観的法規範のみの

作用として成立するもの」であり、すなわち「原則規範としての人権規定は社会生活のた

めの基本的な憲法原則として、その規範的効力でもって私法領域に突入する『秩序原則』

……である」という。より適切に表現すれば、「客観的法規範としての人権規定の私法的

効力」であるという。同書３８１頁。

（１８） 藤井樹也『「権利」の発想転換』（成文堂、１９９８年）１５５頁。

（１９） 岩間昭道『憲法綱要』（尚学社、２０１１年）４８頁。

（２０） 奥平康弘『憲法Ⅲ 憲法が保障する権利』（有斐閣、１９９３年）７９頁。

（２１） 松本和彦「基本権の私人間効力――基本権保護義務論の視点から」ジュリスト１４２４号

（２０１１年）５６頁注（４）。

（２２） 栗城寿夫「憲法の現実化と裁判所――百里基地訴訟最高裁判決を契機として」ジュリ

スト９４２号（１９８９年）５１頁。また、憲法の人権を公権力にだけ向けられたものとすること

を批判し、憲法観・国家観・自由観の変更を迫るものとして、山元一「憲法理論における

自由の構造転換の可能性（２・完）共和主義憲法理論のためのひとつの覚書」慶應法学１３

号（２００９年）８３頁以下、戸波江二「憲法学から企業を分析する視角」同編『企業の憲法的

基礎』（日本評論社、２０１０年）１頁以下。

（２３） 宍戸常寿「私人間効力論の現在と未来――どこへ行くのか」長谷部恭男編『人権の射

程』（法律文化社、２０１０年）４４―４５頁。

（２４） 山本敬三「現代社会におけるリベラリズムと私的自治（一）（二・完）」法学論叢１３３

巻４号（１９９３年）１頁、５号１頁、同「基本権の保護と私法の役割」公法研究６５号（２００３

年）１００頁、小山剛『基本権保護の法理』（成文堂、１９９８年）、同「基本権の私人間効力論・
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再論」法学研究７８巻５号（２００５年）３９頁、松原光宏「私人間効力論再考（一）（二・完）」

法学新報１０６巻３・４号（１９９９年）１頁、１１・１２号（２０００年）６３頁、松本和彦「基本権の

私人間効力と日本国憲法」阪大法学５３巻３・４号（２００３年）２６９頁など。

（２５） 憲法１３条等を根拠にすべての解決を目指す保護義務論（山本敬三）や、基本権の客観

的側面から国の保護義務を導出し、個別の基本権や具体的状況を勘案して具体的な義務の

あり方を考察する保護義務論（小山剛）など。

（２６） 高橋・前掲注（９）１４３頁参照。また、高橋は「私人間効力論再訪」ジュリスト１３７２

号（２００９年）１５６頁で、「ドイツ理論を採り入れることが何を意味するかを明確に理解して

おく必要があります。それは何かと言いますと、憲法観の変更という問題です。伝統的な

立憲主義憲法観では、憲法の名宛人は国家であるとしてきました。しかし、ドイツの間接

適用説では、そして国家の基本権保護義務論でもそうではないかと私は考えていますが、

この憲法観を修正しているのです。つまり、憲法は、少なくともその客観法的側面におい

ては、私人をも名宛人にしている、私人をも拘束すると考えているのです。だからこそ保

護義務を基本権の客観法的側面から生じる実定法上の義務と捉えることが可能となってい

るのです」と述べている。

（２７） 君塚正臣『憲法の私人間効力論』（悠々社、２００８年）２６２頁。

（２８） 同上２６１―２６２頁。

（２９） 木下智史『人権総論の再検討 私人間における人権保障と裁判所』（日本評論社、２００７

年）５０頁。

（３０） 山本敬三「基本権の保護と私法の役割」公法研究６５号（２００３年）１０５頁参照。

（３１） 君塚正臣「いわゆる憲法の第三者効力論・再論――諸学説を検討し，「新間接効力説」

もしくは「憲法の最高法規性重視説」への批判に答えて，憲法の私人間効力論を考え直す

――」早稲田大学２１世紀 COE《企業法制と法創造》総合研究所『企業と法創造』４巻１号

（２００７年）７５頁。

（３２） この説に対しては、「国家と私人の関係という『縦の関係』を規律する人権が、私人

と私人の関係という『横の関係』を規律する公序のなかに、いかにして読み込みうるか」

という点についての説明がなければ、「公序への読み込みにより私人間にも効力を及ぼす

に至るという結果を安易に受け入れるわけにはいかない」し、「人権規定が、間接的であ

れ私人間にも効力を及ぼすことが説明されてはじめて、合憲限定解釈が可能となるはずで

ある」という批判がある。高橋和之「人権の私人間効力論」高見勝利ほか編『日本国憲法

解釈の再検討』（有斐閣、２００４年）１６頁、同頁注（１４）。最高法規説はこの批判に対して、

「横の関係」をそもそも問題にしていないと反論する。君塚・前掲注（２７）２６８頁。なお、
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君塚説は保護義務を観念することなく成立するのか、という批判も寄せられている。小山

剛「『私人間効力』を論ずることの意義」法学研究８２巻１号（２００９年）２０３頁以下。

（３３） ただし、この説を採る論者が公務員の憲法尊重擁護義務を軽視しているわけではな

い。君塚は、直接適用説的な藤井説に疑問を呈する中で、「９９条の憲法尊重擁護義務が国

民には課されていない点などを考慮すれば、日本国憲法はやはり、国を拘束する規範と考

えるべきではなかろうか」と述べている。君塚・前掲注（２７）１８７頁。また、木下は、「憲

法の人権規定に対市民的効力を認めることは難しいし、その必要性もないと考えている」

としつつ、日本国憲法が９９条で公務員の憲法尊重擁護義務を定め、９８条で憲法に反する行

為の無効を定めていることから、「文書全体としての対国家機関性は明らかであろう」と

している。木下・前掲注（２９）５０頁。

（３４） 高橋・前掲注（９）、前掲注（２６）、前掲注（３２）等の諸論文。

（３５） 高橋・前掲注（９）１４５―１４６頁。

（３６） 高橋・前掲注（２６）１５６―１５７頁参照。

（３７） 私人間効力論については、どの学説を採用するかによって具体的事案の結論にどのよ

うな差異が生じるのか、という点に関心を持たれる方もいるであろう。しかし、大まかに

言えば、どの説を採用するかによって具体的な結論が直ちに変わるものではない。本稿の

問題関心は、無適用説を除いて、どのような適用説を採用しても、公権力を縛るという憲

法観と衝突するのではないか、という点にある。

（３８） １審は東京地判２００１年５月３１日判時１７７３号３６頁、控訴審は東京高判２００２年１月２３日判

時１７７３号３４頁。最決２００２年７月１８日で上告棄却。Xの請求は認められなかった。なお、憲

法研究者の手による控訴審判決の解説として、曽我部真裕「社会生活における外国人の人

権――ゴルフクラブ入会拒否事件」憲法判例研究会編『判例プラクティス憲法』（信山社、

２０１２年）１１頁。事例問題の解説の中で１審・控訴審に説明をする論考として、愛敬浩二「私

人間における人権保障――ゴルフクラブによる外国人入会拒否事件――」木下智史ほか編

『事例研究 憲法』（日本評論社、２００８年）２頁以下。

（３９） 判時１７７３号３７頁―３８頁。

（４０） 控訴審は、憲法を持ち出さすことなく、本件決議に基づく Xの加入を拒否する行為が

民法９０条により無効とされるものではなく、また、不法行為に当たる違法性を持たないと

判断した。１審判決は、私的団体による「新たな構成員の加入を拒否する行為を民法９０条

により無効とし、あるいは、民法７０９条の不法行為に当たるとすることは、国家が、その

権力によって私人間の関係に介入し、個別的な救済を行うことになるのであるから、この

ようなことが許される場合は、結社の自由を制限してまでも相手方の平等の権利を保護し
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なければならないほどに、相手方の平等の権利に対して重大な侵害がされ、その侵害の態

様、程度が憲法の規定の趣旨に照らして社会的に許容し得る限界を超えるといえるような

極めて例外的な場合に限られるものと解するのが相当である」として、本件ではそのよう

な例外的事情がないとした。判時１７７３号４２頁―４４頁。

（４１） 最判１９８８年２月５日労判５１２号１２頁。本件の上告理由によれば、本件の争点は、共産

党員でないことを文書に記して提出するように「執拗にせまったことが、憲法１９条の保障

する思想信条の自由の侵害として、民法７０９条に該当する不法行為といえるか否かであ

る」。

（４２） 西原博史「使用者による労働者の政党所属調査と思想の自由」高橋和之他『憲法判例

百選Ⅰ』（有斐閣、２００７年）８０頁、小泉良幸「使用者による労働者の政党所属調査と思想

の自由」佐藤幸治・土井真一編『判例講義憲法Ⅰ 基本的人権』（悠々社、２０１０年）５１頁

など。

（４３） 最判１９５５年１１月２２日民集９巻１２号１７９３頁。

（４４） 例えば、自由法曹団編『憲法判例をつくる』（日本評論社、１９９８年）には、企業の「人

権」侵害が憲法問題として捉えられている複数の事例を見ることができる。

（４５） 東京学館高等学校バイク退学勧告事件については、最判１９９１年９月３日判時１４０１号５６

頁。また、修徳高校パーマ退学訴訟については、最判１９９６年７月１８日判時１５９９号５３頁。２

つの最高裁判決とも、三菱樹脂事件最高裁判決を引き、それぞれの事件で問題となった退

学勧告や校則の規定が「直接憲法の右基本権保障規定に違反するかどうかを論ずる余地は

ない」とした上で、その後は憲法に触れることなく判断を行っている。

（４６） 佐賀地判２００２年４月１２日判時１７８９号１１３頁。憲法研究者の手による評釈として、花見

常幸「地域自治会による神社関係費一括徴収と自治会員の信教の自由」創価法学３３巻３号

（２００４年）１１７頁、横田守弘「地域自治会による神社関係費支出、区費一括徴集と構成員

の信教の自由」法学セミナー５７５号（２００２年）１１７頁、小倉一志「公法判例研究」北大法学

論集５４巻４号（２００３年）１６３頁。

（４７） 裁判所は、「本件で侵害主体として問題となっているのは地域自治会という任意団体

であるから、私人間の問題となり、直ちに憲法違反の問題が生じるわけではない。」「しか

しながら、その強制の態様、程度が社会的に許容しうる限度を超えるときには、原告らの

信教の自由を侵害するものとして、民法１条、９０条の趣旨に照らし、私人間においても違

法と評価すべきである（三菱樹脂事件最高裁判決）。そして、違法性の有無、すなわち、

強制の態様、程度が社会的な許容限度内であるか否かを判断するためには、原告らの被侵

害利益の性格や、侵害主体とされる被告町区（地域自治会）の性格等について、さらに詳
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細に検討を加える必要がある」と述べている。判時１７８９号１２７頁。

（４８） 最判２００６年３月１７日民集６０巻３号７７３頁。

（４９） 松並重雄・最高裁判所判例解説民事篇平成１８年度３９５頁、佐々木雅寿「入会権者の資

格要件と平等原則」ジュリスト１３３２号（平成１８年度重要判例解説）１３頁。

（５０） 最判１９８１年３月２４日民集３５巻２号３００頁。

（５１） 下級審判例の中には、最高裁判決とは異なる形で、間接適用説の趣旨を示したものが

ある。小樽外国人入浴拒否事件１審判決（札幌地判２００２年１１月１１日判時１８０６号８４頁）は、

「私人相互の関係については、上記のとおり、憲法１４条１項、国際人権 B規約、人種差別

撤廃条約等が直接適用されることはないけれども、私人の行為によって他の私人の基本的

な自由や平等が具体的に侵害され又はそのおそれがあり、かつ、それが社会的に許容しう

る限度を超えていると評価されるときは、私的自治に対する一般的制限規定である民法１

条、９０条や不法行為に関する諸規定等により、私人による個人の基本的な自由や平等に対

する侵害を無効ないし違法として私人の利益を保護すべきである。そして、憲法１４条１

項、国際人権 B規約及び人種差別撤廃条約は、前記のような私法の諸規定の解釈にあたっ

ての基準の一つとなりうる」と説明している。

（５２）「第三十四条 制止ヲ肯セスシテ左ノ所為ヲ為シタル者ハ十円以下ノ科料ニ処ス」「二

婦人ノ為ニ設ケタル待合室及車室等ニ男子妄ニ立入リタルトキ」。

（５３） 大江一平「性的区別と法――女性専用車両の問題」榎透ほか編『時事法学［新版］』

（北樹出版、２０１１年）１１１頁以下。

（５４） 東京地判１９６７年７月１７日民集２７巻１１号１５６６頁。

（５５） 東京高判１９６８年６月１２日民集２７巻１１号１５８０頁。

（５６） 最大判１９７３年１２月１２日民集２７巻１１号１５３６頁。

（５７） 野坂泰司『憲法基本判例を読み直す』（有斐閣、２０１１年）７７頁、拙稿「私人間におけ

る人権（１）・・・三菱樹脂事件」高橋和之編『新・判例ハンドブック 憲法』（日本評論

社、２０１２年）３９頁など。

（５８） ただし、保護義務論や最高法規説の立場からすると、学説が従来想定していた私人間

効力論が使われる場面を超えて、憲法と私法を始めとする法体系全体をイメージした立論

を展開している。それゆえ、私人間効力論をわ
�

ざ
�

わ
�

ざ
�

持ち出すという発想にはならず、私

法に関する判例も常に憲法との関係で説明が可能になると思われる。

（５９） 最判１９９６年３月１９日民集５０巻３号６１５頁。

（６０） 最高裁は、「法が税理士会を強制加入の法人としている以上、その構成員である会員

には、様々の思想・信条及び主義・主張を有する者が存在することが当然に予定されてい
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る。したがって、税理士会が右の方式により決定した意思に基づいてする活動にも、その

ために会員に要請される協力義務にも、おのずから限界がある」。「特に、政党など規正法

上の政治団体に対して金員の寄付をするかどうかは、選挙における投票の自由と表裏を成

すものとして、会員各人が市民としての個人的な政治的思想、見解、判断等に基づいて自

主的に決定すべき事柄であるというべきである」と述べた。民集５０巻３号６２４―６２５頁。

（６１） 例えば、群馬司法書士会震災支援寄付事件（最判２００２年４月２５日判時１７８５号３１頁）。

（６２） 最大判１９７０年６月２４日民集２４巻６号６２５頁。

（６３） 最大判１９６８年１２月４日刑集２２巻１３号１４２５頁。

（６４） 最判１９７５年１１月２８日刑集２９巻１０号１６９８頁。

（６５） 私人間効力論の枠組みだけで結論を出せないことは言うまでも無い。通説的見解で

も、問題の団体の性格（強制加入団体か任意加入団体か、公的性格の強いものか私的性格

の強いものか）という点に着目する。そのうえで、さらなる説明が必要に思われる。なお、

参照、高橋・前掲注（２）１６３―１６４頁。

（６６） このことは近年、意識的に記されるようになったと思われる。西原博史「人権の私人

間効力と法秩序の公共性保障機能：南九州税理士会訴訟最高裁判決が問いかけたもの：南

九州税理士会事件判決」論究ジュリスト１号（２０１２年）６６頁以下、駒村圭吾「憲法訴訟の

現代的転回：憲法的論証を求めて（第２２回）第３部／重要論点補遺 私人間効力」法学セ

ミナー６９１号（２０１２年）６６―６７頁。

（６７） 拙著『憲法の現代的意義――アメリカのステイト・アクション法理を手掛かりに

――』（比較社会文化叢書�）（花書院、２００８年）７―９頁の「（２）法律に見られる憲法上の

利益・価値？」も参照されたい。

（６８） 東京地判１９６４年９月２８日下民集１５巻９号２３１７頁。

（６９） 最判２００３年９月１２日民集５７巻８号９７３頁。

（７０） ただし、「本件での開示の相手方は警察であり、開示は警察の要求に応じたものであっ

たことにも留意する必要があるように思われる」。松本哲治「講演会参加者リストの提出

とプライバシー侵害（早稲田大学江沢民事件）」佐藤・土井・前掲（４２）２９頁。

（７１） 高井裕之「講演会参加者リストの開示とプライバシー侵害」ジュリスト１２６９号（平成

１５年度重要判例解説）１１頁。

（７２） 名誉 vs．表現の自由の事例とされる、北方ジャーナル事件において、最高裁は、「人格

権としての個人の名誉の保護（憲法１３条）と表現の自由の保障（同２１条）とが衝突し、そ

の調整を要する」としており、私人間の問題調整において憲法価値の衡量を行っている。

最大判１９８６年６月１１日民集４０巻４号８７２頁。
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（７３） 判例としては、サンケイ新聞事件：最判１９８７年４月２４日民集４１巻３号４９０頁が有名で

ある。

（７４） 芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法 第５版』（岩波書店、２０１１年）１７４頁。

（７５） １審は東京地判２００９年７月２８日判時２０５１号３頁、２審は東京高判２０１０年１１月２５日判時

２１０７号１１６頁。

（７６） 裁判所は１審・２審ともに、憲法判断をしていない。１審で原告は、「集会を開催し

これに参加する権利・利益は、憲法において保障された集会の自由に基づくものである。

私人間において憲法の人権保障が直接あるいは間接に適用されるか否かにかかわらず、憲

法に保障された基本的人権である集会の自由、すなわち、集会を開催し参加する権利・利

益が民法７０９条にいう『権利又は法律上保護される利益』に該当することに変わりはない」

と主張していた。判時２０５１号９頁。

（７７） １審判決の評釈として、永山茂樹「ホテル宴会場等を集会に利用する権利：日教組教

育研究集会使用拒否事件」法学セミナー６６２号１２６頁。２審判決の評釈として、松田浩「プ

リンスホテル日教組大会会場使用拒否事件控訴審判決」ジュリスト１４４０号（平成２３年度重

要判例解説）２４頁。なお、この事件そのものを扱うものではないが、高木康一「私人間の

現代的論点――集会の開催をめぐる憲法問題――」大沢秀介ほか編『憲法．com』（成文

堂、２０１０年）２６頁以下でも、ホテルによる集会拒否の事例が扱われている。

（７８） 横田・前掲注（８）１５頁。
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